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1-1.我が国の潜在成長率の現状 
 日本の潜在成長率は足下で1％以下に低迷。 TFP（全要素生産性）もK（資本投入量）も L（労働投

入量）も伸び悩み。 

2020 

経済再生 
ケース 2.2% 
ベースライン 
ケース 0.8% 
(出典)中長期の経済財政に関する試算 
   （内閣府 平成28年1月） 

＜TFP(全要素生産性)＞ 
他の先進国とほぼ同じ成長率 
＜K(資本投入量)＞ 
他の先進国より低い成長率 
＜L(労働投入量)＞ 
人口減を背景に独と共にマイナス成長 

日本の潜在成長率の長期推移 

日本 米国 英国 ドイツ 

潜在成長率 0.9 2.3 2.9 1.7 

寄与度
分解 

TFP 0.7 0.9 0.8 0.9 

K 0.5 1.3 1.6 1.0 

L -0.2 0.1 0.5 -0.2 

1981～1990 1991～2000 2001～2010 2011～2014 足下 
(2014年) 

4.4％ 1.6％ 0.8％ 0.7％ 0.6％ 

国際比較と寄与度分解（2001年～2007年） 

(出典)経済財政諮問会議資料（EU KLEMS、各国統計等により作成） 

(出典)内閣府 
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1-2.入れ替わった世界経済の重心 
 かつては経済規模世界第二位であった日本経済も、足下では、経済統合を進めたEU、急成長を遂げた中国

に続くポジションに。 

 さらに将来を見据えると、世界経済の重心がシフトし、中国・インド・ASEAN諸国など新興国で４割弱となり、
日本経済のGDPシェアは5%未満となる。 

 急成長する新興国は、取り込めれば魅力的な市場である反面、我が国の産業競争力を揺るがし、グローバル
市場で付加価値を取り合う強力なライバルでもある。 

経済規模予測（GDPシェア） 
2014 

（日・米・EUで約50％) 

2050 
（日・米・EUで約30％) 

 
日本 
  ASEAN（※） 

  韓国 

  インド 

中国 
米国 
  カナダ 

  中南米 

EU 
  ロシア 

  中東・北アフリカ 

  サブサハラ 

(出典）ＩＭＦ／PWC(2050） 

1990 
（日・米・EUで約70％) 

5.7% 
2.1% 
1.7% 
2.5% 

12.5% 
21.0% 

2.2% 
- 

22.1% 
2.5% 

- 
- 

2.8% 
6.0% 
1.5% 

10.1% 
19.3% 
14.9% 

1.3% 
- 

13.3% 
2.4% 

- 
- 

13.8% 
 1.3% 
 1.3% 
 1.4% 

 1.8% 
26.5% 
 2.6% 
 5.3% 

31.5% 
 - 

 2.7% 
 1.5% 

※2014、2050のASEANはインドネシア、マレーシア、タイ、ベトナムの合計 
※予測値には2014年ドル価格を使用 

経済規模(米ドルベース)の推移 

（出典）世界銀行 

（兆ドル） 
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 新興国の台頭により、これまでの各国間パワーバランスは、政治・経済的に大きく変化。 

インド 

イラン 

ミャンマー 

中国 

サウジアラビア 

● 

● 

● 

シルクロード経済ベルト構想 

南シナ海での領有権主
張・近隣国との緊張 

東シナ海での 
防空識別圏の 
設定等 

（出典）新華社通信等 

ASEAN南北 
経済回廊整備 

○ナイジェリア 
（鉄道建設） 

○パキスタン 
（輸送網・発電整備） 

（鉄道建設） 

○ロシア・シベリア 
（水力発電事業） 

21世紀海上 
シルクロード構想 

露との天然ｶﾞｽ 
ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ等の敷設 

中央アジアとの 
天然ｶﾞｽﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ網の拡大 

中国の動向 

○タンザニア 
（港及び関連インフラ開発） 

1-3.新興国の動向 
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1-4.生産年齢人口の低下に伴う負の経済効果 
 生産年齢(15-64歳)人口の減少は、単純な労働投入量減少による低成長のみならず、貯蓄不足による投

資の低迷、経済規模がもたらす各種経済性の低下を通じ、更なる負の経済効果をもたらすおそれ。 

労働投入量 
の減少 

資本ストック 
の減少 

国内貯蓄率の
低下 

知識のスピルオーバー 
研究者の減少 
規模の経済性 

全要素生産性 
の低下 

研究 概要 

Alesina, Spolaore, 
Wacziarg
（2005） 

• 国の規模（GDP、人口）が大きくなれば、長期の一人あた
りGDPに対してプラス。 

• 1%の規模拡大は、一人あたり経済成長率を0.3～0.6%ほど
押上げ 

加藤（2009） • 人口規模が大きくなると、技術進歩率（TFP等）にプラス。 
• 一方、65歳以上人口比率は技術進歩率にマイナスの効果。 
• 1%の人口規模拡大は、技術進歩率を0.0～1.2%押上げ。 

直接的 
な効果 

間接的な効果 

生産年齢人口減少がもたらす影響 

経済規模と経済成長の関係 

（出所）内閣府「国民経済計算」 ,The World Bank “World DataBank World Development Indicators” 

生産年齢人口・比率の減少 

（％） （名目GDP比、％） 

日本の経済成長率と生産年齢人口増加率 

日本の生産年齢人口比率と家計純貯蓄 
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1-5.成長を牽引する産業の不在 
 かつては、エレクトロニクスなど生産性・労働投入成長率が共に高いマクロの経済成長を牽引する産業が存在

していたが、2000年以降、そのような産業はほぼ消失。 

 高齢化は生産性が必ずしも高くない社会保障分野への労働投入を高め※１、内需の需要構造に強く依存す
る場合、マクロの成長力低下が深刻化するおそれ。 

（参考文献）深尾京司(2009）「生産性研究報告－生産性 中韓が追い上げ」2009年5月8日 日本経済新聞「経済教室」 
（グラフ出所）RIETI「JIPデータベース2015」 

産業別TFP上昇率と労働投入成長率 

労
働
投
入
指
数
成
長
率
（
％
） 

TFP上昇率（％） 

労
働
投
入
指
数
成
長
率
（
％
） 

TFP上昇率（％） 

マクロの成長を牽引 
する産業が存在 

※１ 各産業の規模が需要構造に制約を受ける場合、生産性上昇率の高い分野（製造業など）の財・サービスが価格下落をもたらし、結果として生産性上昇率の低い分野（サー
ビス業など）に生産要素投入が移動し、マクロの成長率が低下する現象はボーモルの病（ボーモル効果）と呼ばれる。 

牽引役不在 低成長産業に 
労働者が集中 1970-2000年平均 2000-2012年平均 
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1-6.低迷する企業投資 
 日本の企業部門は90年代後半より主要先進国の中でも高い水準で貯蓄超過状態。 

 バブル経済崩壊後、我が国企業による債務圧縮の過程で、国内の設備投資は大きく落ち込み、減価償却の
範囲内でしか行われていない状況が継続。 

 積極的な企業投資が行われなかった理由は様々考えられるが、人口減少のため国内需要の成長が見込めな
いことが大きな要因と考えられる。 

（出所）OECD.Stat Prices and Purchasing Power Parities  , National Accounts  
      財務省「法人企業統計調査（2015.9.1公表）」   

減価償却費 

９０年代以降投資に消極的 

設備投資 

設備投資の推移 
（名目GDP比、％） 

企業部門貯蓄投資バランスの推移 
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1-7.我が国が持続的に成長していくために必要な戦略 
 新興国の台頭、人口減少・高齢化は、我が国の高成長を支えた環境を揺るがし、潜在成長率は低迷。 

 少子化対策等による労働力等の維持という長期的な戦略に加え、革新的技術の積極的な活用による生産
性向上、外需の取り込みによる内需制約の打破、などの戦略が必要。 

潜在成長率 

＋ ＋ ＋ 

労働投入 
成長率 

資本ストック投入 
成長率 

全要素生産性 
成長率 

少子化対策 女性・高齢者・ 
外国人就業促進 

成長市場など 
外需の取り込み 

革新的技術推進 
規制改革 必要な対策 

外部環境 

－ － － 

高齢化による 
内需構成の変化 

 貯蓄率の低下による 
資本ストックの減少 

生産年齢人口の減少 
内需の縮小 

規模縮小による 
各種経済性の欠落 

人口減少 
高齢化 

国際政治経済上の 
パワーバランスの変化 

グローバル市場を 
戦う強力なライバル 新興国 

の台頭 
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2-1.バリューチェーンのグローバル化がもたらす成長機会 
 世界的な生産活動は、輸送技術・情報技術の進化を背景に、バリューチェーンのグローバル化が進展。どの財を作
るかではなく、一連のバリューチェーンのうち、どの企業活動で付加価値を取るかがより重要に。 

 ある国のある商品の最終需要に起因した付加価値が、どの国のどの産業（企業活動プロセス）が創出したかを示
す「グローバルバリューチェーン所得（以下、GVC所得）」に着目した戦略が必要。 

財の取引で見ると 付加価値の取引で見ると 

参考：RIETI 国際貿易と貿易政策研究メモ 第26回「付加価値貿易」（2014,田中） 

中国はEUに携帯電話を輸出し、5万円の貿易黒字に
なっている 

中国 EU 
消費 

アメリカ 

日本 中国 
部品製造 最終品加工組立 

1万円 

企画・デザイン 

2万円 

5千円 

EU 
消費 

中国の所得は5千円に止まっており、アメリカが２万円の
所得を得ている 

アメリカ 
企画・デザイン 

日本 
2万5千円 1万5千円 

1万円  5千円 
 

2万円 

部品製造 最終品加工組立 

原材料 

5万円 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
※アップルの例：A国：アメリカ　企画・デザイン　、　B国：日本　、C国：中国　
消費　⇒　小売・消費

※日本総研　「アジア・マンスリー 2016年2月号抜粋」：http://www.jri.co.jp/page.jsp?id=27938
・「1996年にわずか5.9％であったアジアのハイテク製品輸出に占める中国の割合は2014年に43.7％に上昇した。その一方、韓国は同期間で7.3％から 9.4％へ小幅上昇にとどまり、わが国に至っては30.0％から7.7％へと大幅に低下。」
・「ADBも指摘しているように輸出は通関統計をベースとしており、上の数値は必ずしも中国の技術力が高まったことを意味しない。中国で生産されるハイテク製品には、国外で生産された部品などの中間財が多用されている。通関統計ではそれらも中国の輸出としてカウントするため、中国の実力が過大評価される。実際、スマートフォンやタブレットの製品価格に占める中国の付加価値の割合は6～7％程度とされている。」
・「中国が「世界の工場」と呼ばれて久しい。しかし、輸出される工業製品の多くはわが国、韓国、ASEANを含むグローバル・バリュー・チェーン（GVC）を経由して生産されている。それらは「メイド・イン・チャイナ」というより、中国を最終組み立て地とする「メイド・イン・アジア」である。また、ハイテク製品といってもそのほとんどがコンピュータ、電子・光学機器によって占められているというのが実態。」
・「付加価値ベースの貿易統計とは、最終財の付加価値がどの国のどの産業に由来するのかを明らかにしたもので、付加価値ベースの輸出では国内で生産された付加価値だけが輸出として計上される。そこには外国で生産された付加価値は含まれないため、一国の付加価値ベースの輸出額は取引（Gross）ベースの輸出額を下回る。中国の2011年の取引ベースの輸出額は2.0兆ドルであるが、付加価値ベースでは1.3兆ドルとなる。後者を前者で除したものを付加価値比率とすると、中国の同比率は0.66となり、製造業に限定すると0.39に低下する。開発途上国の付加価値比率は製造業、なかでもGVCが発展した産業を抱える国ほど低下する傾向がある。」
・「東アジアのGVCに関する研究では、中国は最終組み立て地として位置付けられているため、付加価値ベースの輸出額は取引ベースを下回る。」
・他方で、「国の輸出が取引ベースだけでなく、付加価値ベースでも急速に伸びていることである。1995年にわが国の2割の水準に過ぎなかった中国の付加価値輸出は、2011年はわが国の1.7倍の規模に達した。」�
※RIETI研究メモ（田中、2014）：http://www.rieti.go.jp/users/tanaka-ayumu/serial/026.html
付加価値輸出という新しい視点が必要になった背景には、現実世界での生産工程レベルでの国際分業の進展がある。ここで、付加価値輸出（額）とは、最終財の付加価値額の起源に基づいて測った輸出額のことである。
従来、国際貿易を「取引額」（gross）で測ることに大きな問題はなかった。19世紀にリカードによって国際貿易論が形成された頃から20世紀の終わり頃まで、イギリスがポルトガルに布を輸出し、ポルトガルがイギリスにワインを輸出するような、最終財の貿易が中心であったからである。最終財の貿易のみしかないのであれば、取引額で測った輸出額（gross exports）と付加価値額で測った輸出額（value-added exports：最終財の付加価値額の源泉に基づく輸出額）とは同じになるはずである。
ところが、20世紀の終わり頃から、世界的な生産分業体制（global supply chain）が確立されていき、1つの財が最終財として消費者に販売されるまでに、複数の国が生産工程に関与するようになってきた。Grossman and Rossi-Hansberg (2008) において分析されているように、海外生産（offshoring）の費用が低下したことがこの背景にある。
その結果、取引額で測った輸出額と付加価値額で測った輸出額との乖離が拡大し、取引額で測った輸出額だけ見ても付加価値の源泉が分からなくなっている。一般的には、2国間で垂直的な国際生産分業がなされると、輸出取引額は付加価値輸出額よりも過大になる。たとえば、日本製の中間財を用いた中国製の最終財を日本が輸入するような場合、中国の日本への輸出取引額は付加価値輸出額を超える。さらに、3国以上の国で国際生産分業がなされると、貿易統計では把握できない、第3国からの付加価値輸出が生じる。
たとえば、日本で製造された部品を用いて中国で組み立てられたiPodが、アメリカで販売されているといわれている。この場合、中国からアメリカへの輸出取引額だけを見ていては、iPodの付加価値の一部が日本で創出されている事実は無視されてしまう。
しかも、日本で創出された付加価値額は、日本から中国への輸出取引額と、中国からアメリカへの輸出取引額の両方に計上されてしまう。これは、輸出取引額の二重計上の問題として知られている
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2-2.外需の中核を担う製造業起因GVC所得 
 海外需要に起因する外需のGVC所得は足下で約60兆円。 

 そのうち、製造業の最終財需要に起因するGVC所得（製造業起因GVC所得）の割合は約6割と、外需起
因のGVC所得の中核を担っている。 

 以降、製造業起因GVC所得の分析を通じて、我が国の強み・弱み、第4次産業革命がもたらす影響とその対
応策について検討する。 

（出所）World Input-Output Database  「World Input-Output Tables ,November 2013」 及び 「Socio Economic Accounts, July 2014」 

うち製造業起因GVC所得シェア 
（％） 

外需・内需別 GVC所得 
（兆円） 



（参考）製造業以外の外需最終需要に起因するGVC所得のシェア 
 製造業以外の外需最終需要に起因するGVC所得のシェアは、建設、卸売業（自動車除く）が大きく、また、

拡大傾向。 

（出所）World Input-Output Database  「World Input-Output Tables ,November 2013」 及び 「Socio Economic Accounts, July 2014」 

（％） 外需 GVC所得シェア（再掲） 

10 

外需 その他産業GVC所得シェア （％） 
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2-3.新興国の成長に取り残される日本 
 経済成長の著しい新興国、特に中国の製造業起因GVC所得が大きく拡大しシェアも拡大。 

 先進国、特に日本は内需の低成長により製造業起因GVC所得の伸びが低迷しており、急成長する魅力ある
外需としての新興国市場を取り込めていない。 

製造業起因GVC所得 

●新興国・資源国：ブラジル、ロシア、インド、インドネシア、オーストラリア、トルコ ●東アジア：韓国、台湾 ●NAFTA：カナダ、メキシコ ●EU：ドイツを除くEU加盟国26か国、 

（兆USドル） 
実額 シェア 

兆USドル シェア 兆USドル シェア 兆USドル シェア
日本 1.2 16.9% 1.0 7.5% 1.1 7.3%
ドイツ 0.7 9.7% 1.0 8.0% 1.0 6.8%
アメリカ 1.3 19.3% 2.0 15.2% 2.1 14.5%
中国 0.3 4.1% 1.6 12.4% 2.4 16.2%
EU 1.6 22.9% 2.9 22.4% 2.7 18.3%

1995 2008 2011
兆USドル シェア 兆USドル シェア 兆USドル シェア

東アジア 0.2 3.6% 0.4 2.8% 0.4 3.0%
NAFTA 0.2 3.5% 0.6 4.6% 0.7 4.6%
新興国・資源国 0.6 9.2% 1.7 13.1% 2.1 14.5%
その他 0.7 10.8% 1.8 14.1% 2.2 14.8%

1995 2008 2011



2-4.中技能労働者に強み、高技能労働者に弱みを示す日本 
 製造業起因GVC所得について生産要素（資本及び高・中・低技能労働者※１ ）の貢献度※２から見ると、

我が国が他の先進国と比べて、中技能労働者の貢献度が高い一方、高技能労働者の貢献度が低い。 

 逆に、アメリカ及びドイツでは、高技能労働者の貢献度が最も高い。 

12 （出所）World Input-Output Database  「World Input-Output Tables ,November 2013」 及び 「Socio Economic Accounts, July 2014」 

※１ ここでの技能度は教育水準を示し、高技能は4年制大学卒以上、中技能は短大・高卒程度、低技能はそれ以外を示す。 
※２ ここでの貢献度は、生産要素の製造業バリューチェーン所得分配率の特化係数（＝各国の生産要素別バリューチェーン所得分配率÷世界全体の生産要素別バリューチェーン所
得分配率）を用いている。この指数が１より大きいということは、その生産要素分配率が世界全体の生産要素分配率より大きいことを意味する。 

製造業起因GVC所得の生産要素別貢献度 

日本 ドイツ アメリカ 
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2-5.機械に代替される中技能労働者 
 情報技術の進化・深化等による生産要素需要の変化を背景に※１ 、高技能労働分配率の上昇が進み、

2000年以降では中技能労働分配率の減少と資本分配率の上昇が同時に進展。 

 情報技術の進化などの変化は、既に、機械など資本ストックへの需要を高め、その反面、中技能労働者に対
する需要を低下させている。 

（出所）World Input-Output Database  「World Input-Output Tables ,November 2013」 及び 「Socio Economic Accounts, July 2014」 

※１ Autorらは、 IT資本が非定型で複雑な問題解決業務と補完的であり、ルーティン的な業務と代替的であるということを指摘している。David H. Autor, Frank Levy, and 
Richard J. Murnane,  2003, “The Skill Content Of Recent Technological Change: An Empirical Exploration,” The Quarterly Journal of Economics, 
118, 4 (November), 1279-1333 

製造業起因GVC所得の生産要素別分配率 
アメリカ （％） 日本 （％） 中国 （％） 
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3-1.対応策① グローバルバリューチェーンを活かした外需取り込み 

（出所）World Input-Output Database  「World Input-Output Tables ,November 2013」 及び 「Socio Economic Accounts, July 2014」 

 日本とアメリカでは内需の動きに合わせてGVC労働者※１が変動しているが、ドイツ及び中国は外需を取り込み
ながら労働者が増加。 

 ドイツのように日本と同様人口減少に直面している国であっても、グローバルバリューチェーンを活用し、外需を
取り込むことによる成長が可能であることを示している。 

内需・外需別累積GVC労働者増減（1995年との比較） 

※１ GVC所得を生み出すのに関わった労働者のこと。 

日本 （百万人） ドイツ （百万人） 

アメリカ （百万人） 中国 （百万人） 



第二次産業 第三次産業 全体
日本 -40.7% -16.6% -33.4%
ドイツ -15.0% 49.9% 4.6%
アメリカ -31.8% -18.5% -26.1%

15 

3-2.対応策② 高付加価値サービスの取り込み 

（出所）World Input-Output Database  「World Input-Output Tables ,November 2013」 及び 「Socio Economic Accounts, July 2014」 

 日本及びアメリカは第二次産業・第三次産業両セクターで製造業起因GVC労働者数が減少。 

 一方、ドイツは製造現場（第二次産業）の労働者は減少したが、本社機能（研究開発・情報・その他ビジ
ネスサービス）等のサービス産業（第三次産業）の労働者数が拡大し、製造業起因GVC労働者数が増加。 

 また、日本のビジネスサービス※の製造業起因GVC所得のシェアは、ドイツ、アメリカの約半分の水準。 

 AI・IoTの進展により製造業のサービス化が進行していく中、グローバルバリューチェーン全体の中で製造プロ
セスだけでなく、高付加価値部分を取っていく戦略が必要。 

製造業起因GVC労働者数の増加率(1995年→2011年） 

製造業起因GVC所得に占めるビジネスサービス※のシェア 
1995 2011 増減

日本 4.5% 6.9% 2.4%
ドイツ 10.6% 14.0% 3.4%
アメリカ 11.4% 12.8% 1.5%

ドイツは第三次産業の
従事者が大きく増加 

日本のビジネスサービス
の付加価値シェアはドイ
ツ・アメリカの約半分 

※ ここでのビジネスサービスは、研究開発、情報サービス、物品賃貸、コンサルタントなど専門ビジネスサービスを含む。 



16 （出所、左）稲水伸行（2015）「組織マネジメントについて」2015年12月15日産業・企業の競争力に関する研究会講演資料を基に経済産業省作成 
（出所、右）World Input-Output Database  「World Input-Output Tables ,November 2013」 及び 「Socio Economic Accounts, July 2014」 

3-3.対応策③ 高技能労働の競争力強化 
 企業全体のパフォーマンスは、消費者が評価する製品実力（表層の競争力）と消費者が評価できない現場

実力（深層の競争力）に分けることができる。 

 中技能労働に強みを示していた我が国経済は、消費者が評価できない中技能労働を中心とした現場実力が
高かったと考えられるが、第4次産業革命は、AI・IoTにより製造プロセスの労働の重要性を低下させる
（現場実力のシステム化）ため、これまでの強みはもはや強みではなくなるおそれ。 

 中技能労働から高技能労働に強みを転換し、消費者が評価する製品実力といった商品企画や顧客サービス
等の競争力を高めることが必要。 

 

消費者が評価でき
ない現場の実力
(深層の競争力) 

組織
能力 

消費者が評価する 
製品実力 

(表層の競争力) 

利益 
パフォーマンス 

お客から見えない 
現場の実力を測る指標 
生産性、コスト、 
生産リードタイム 
開発リードタイム 
開発生産性 

お客が評価する 
製品の実力を測る指標 
価格、性能、納期 
ブランド、広告の効果 
市場シェア、お客の満
足度、開発生産性 

他社が簡単に真似で
きない現場にできるこ

とのレベル 
整理整頓清掃 
問題解決、改善 
ジャストインタイム 
フレキシブル生産性 

会社の利益 
 
 

株価 
 

現場力 

※上記の比率は、WIODの産業分類のうちビジネスサービスを「本社機能プ
ロセス」、卸売(自動車除く）を「顧客サービスプロセス」、製造業全体を「製
造プロセス」とし計算。 

企業のパフォーマンスモデル 

（％） 

（％） 

機能別に見た中(上)・高(下)技能労働者比率 
（2009年） 
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3-4.対応策④ 無形資産投資とイノベーション、生産性向上の好循環 
 第4次産業革命への対応、革新的技術の創出、新技術を活用できる企業組織への変革等、企業のイノベー

ションを支える投資として無形資産投資が重要であり※１、アメリカでは無形資産投資の水準が既に有形資産
投資を上回る規模に拡大。 

 イノベーションによる生産性向上は成長の鍵であり、無形資産投資とイノベーション、生産性向上の好循環の
形成が必要。 

（グラフ出所）RIETI 「JIPデータベース2013」、 INTAN Invest 「 intangible investment data website Aug.2014」、内閣府「93ＳＮＡ」、アメリカ商務省「National 
Income and Product Accounts Tables Jan.2016」 

＜無形資産の３分類＞ 
情報化資産 革新的資産 経済的競争力資産 

・受注及びパッケージソフトウェア 
・自社開発ソフトウェア 

・科学およびエンジニアリング研究開発 
・鉱物探査 
・著作権及び商標権 
・その他の製品開発、デザイン及び研究開発 

・ブランド資産 
・企業固有の人的資本 
・組織改編 

日本 
（％） 

アメリカ 
（％） 

※１：Corradoらの研究では、1990年代から2000年代初頭にかけて、アメリカの生産性上昇率の3分の1が無形資産投資によるものと推計されている。Corrado, Hulten, Sichel 
(2005), “Intangible Capital and U.S. Economic Growth.” Review of Income and Wealth 55, pp.658-660 
※２：有形資産投資は民間部門の総固定資本形成（住宅を除く）。 

（参考）「産業別無形資産投資と日本の経済成長」 宮川・比佐（2013）  

＜日米の無形資産投資（対GDP比）の比較＞ 
※２ 
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3-5.対応策⑤ 生産性向上と設備投資の好循環 
 TFP上昇率と資本装備率の伸びの間には、幅広い産業で強い正の相関関係が存在。 

 第4次産業革命という生産性上昇の機会を最大限に活かす積極的な投資を促進し、生産性向上と設備投
資の好循環を形成する必要。 

（出所）RIETI 「JIPデータベース2014」 

産業分類 相関係数 
農林水産業 0.66 
鉱業 0.98 
製造業 0.81 
建設業 0.97 
電気・ガス・水道 0.74 
卸小売業 0.96 
金融・保険業 0.73 
不動産業 -0.64 
運輸・通信業 0.56 
サービス業 0.83 
政府サービス 0.47 
対家計民間非営利サービス 0.83 

TFP上昇率と資本装備率の伸び率の推移 
（一般産業機械の例） 

※：値は各期間の平均値。 
   資本装備率の伸び率は、資本分配率を一律1/3として計算。 

TFP上昇率と資本装備率の伸び率の相関
（1991年以降） 

※：産業分類はSNA経済活動分類「大分類」による（但し、住宅・分類不明を除く。）。 
   相関係数は産業分類に含まれる個別部門毎の相関係数の平均値。 
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4.まとめ 第4次産業革命に適した産業構造への変革 

 輸送技術・情報技術の進化を背景に、
バリューチェーンのグローバル化が進展。ど
の財を作るかではなく、一連のバリュー
チェーンのうち、どの企業活動で付加価
値を取るかが重要に。 

 第4次産業革命は、AI・IoTにより製造
プロセスの労働の重要性を低下させる
（現場実力のシステム化）ため、中技
能労働を中心とした現場実力に強みを
示していた我が国経済は、これまでの強
みが無くなるおそれ。 

第4次産業革命のインパクト 

①グローバルバリューチェーンを活かした外需取り込み 
 
 
 
②高付加価値サービスの取り込み 
 
 
 
③高技能労働の競争力強化 
 
 
 
④無形資産投資とイノベーション、生産性向上の好循環 
 
 
 
⑤生産性向上と設備投資の好循環 
 
 
 
 

５つの対応策 

消費者が評価する製品実力といった、高技能労働が行う商品
企画や顧客サービス等の競争力を高めることが必要。 

グローバルバリューチェーン全体の中で製造プロセスだけでなく、高
付加価値部分を取っていく戦略が必要。 

第4次産業革命という生産性上昇の機会を最大限に活かす積
極的な投資を促進し、生産性向上と設備投資の好循環を形成
する必要。 

グローバルバリューチェーンを活用し、外需を取り込むことによる成
長が必要。 

イノベーションによる生産性向上は成長の鍵であり、無形資産投
資とイノベーション、生産性向上の好循環の形成が必要。 
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5.産業・就業構造の試算について 
 第4次産業革命による産業・就業構造の変革の姿を踏まえて、経済モデルによる試算を行う。 

 具体的には、我が国が現状を放置し、第4次産業革命への対応に失敗した場合の「現状放置ケース」と、政
策実現により第4次産業革命に適切に対応した場合の「改革ケース」の二つのケースついて、2030年までのマ
クロ経済動向及び2030年時点の産業・就業構造を試算する。 

現状放置ケース 

改革ケース 

 高付加価値部門が海外に流出し、低技能労働者が増加。加えて、人工知能など情報技術ストックと競合す
る労働者の賃金は低下し、経済が縮小していく。 

 高付加価値部門が国内に立地し、外需を積極的に獲得。人にしかできない高技能労働者や、人工知能など
情報技術ストックと補完的な労働者が増加し、経済が成長していく。 

＜試算する産業・就業分類（案）＞ 

産業分類 
粗原料及びエネルギー源 
プロセス型製造 
顧客対応型製造 
ネットワーク（インフラ） 
ネットワーク（仲介・斡旋） 
役務・技術提供型サービス 
体験・経験提供型サービス 

職業分類 
技術開発者（IT技術者を除く） 事務従事者（一般事務員除く） 農林漁業作業者 
IT技術者 営業職 生産工程従事者 
専門的職業従事者（その他） 販売従事者（営業職除く） 輸送・機械運転従事者 
クリエイティブ職 介護サービス職業従事者 建設・採掘従事者 

管理的職業従事者 サービス職業従事者 
（介護サービス職業従事者を除く） 運搬・清掃・包装等従事者 

一般事務員 保安職業従事者 
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